
2017/05/22 10:12:24 / 16268830_燦ホールディングス株式会社_招集通知

証券コード　9628
平成29年６月５日

株 主 各 位
大阪本社　大阪市北区天神橋四丁目６番39号
本　　店　大阪市中央区北浜二丁目６番11号

代表取締役社長 野 呂 裕 一

第88期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第88期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討願い、同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月26日（月曜日）午

後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月27日（火曜日）午前10時

２．場 所 大阪府吹田市桃山台５丁目３番10号

公益社　千里会館　会場：まほろば

３．目 的 事 項

報 告 事 項１．第88期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２．第88期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算

書類報告の件
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決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役６名選任の件

以　上

（お願い）＊当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。

＊株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類の内容について、

株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた場合には、書面による郵送

または当社ホームページ（http://www.san-hd.co.jp）において掲載すること

により、お知らせいたします。
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（添付書類）

事 業 報 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．企業集団の事業の経過およびその成果

当連結会計年度（以下、当期）におけるわが国経済は、内外需要の増加を

背景に、景気の緩やかな回復基調が続きました。企業収益が高水準で推移

し、設備投資は緩やかな増加基調を示しました。雇用・所得環境の着実な改

善を背景に、個人消費は底堅く推移し、住宅投資も持ち直しの動きが続きま

した。また、海外経済は新興国の一部に弱さが残るものの緩やかな成長が続

き、そうした下で輸出は持ち直しました。

葬祭市場においては、故人や喪主の高齢化に加え、地域社会や職場の人間

関係の希薄化等の影響もあり会葬者数は減少傾向にあります。また、消費者

の価値観・嗜好の多様化や、慣習・儀礼にとらわれない人の増加を背景に、

大都市圏では簡易型の葬儀（宗教儀式を伴わない直葬や通夜を行わない一日

葬等）を選択される方が増えつつあります。

また、長期にわたる安定的な葬儀需要の拡大が見込まれることから、葬儀

事業者による葬祭会館の新規出店や、葬儀紹介業者によるインターネットを

通じた集客など、事業者間の競争は激しさを増しています。特に低価格・簡

易型葬儀の分野における激しい業者間競争により、葬儀単価の下落傾向が続

いています。

以上のような環境変化をふまえ、サービス品質の向上とライフエンディン

グサポートの拡充による他社との差別化の追求や新規事業創出への本格的

着手などを基軸とする、新たな中期経営計画(平成28年４月～平成31年３月)

への取り組みを開始しております。

まず、中期経営計画の主要テーマの一つである葬儀事業の積極的な営業エ

リアの拡大のため、平成28年５月に「公益社　くずは会館」（大阪府枚方

市）、「公益社　武庫之荘会館」（兵庫県尼崎市）、平成28年９月に「公益

社　喜多見会館」(東京都世田谷区)をオープンしました。さらに平成29年に

入り、１月に「タルイ会館　西明石」（兵庫県明石市）、２月に「公益社　

甲子園口会館」（兵庫県西宮市）、３月に「公益社　千里山田会館」（大阪
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府吹田市）をオープンしました。

また、基盤整備の一環として、築年数の経過した大規模会館を中心に会館

リニューアルを進めました。平成28年７月に「タルイ会館　大蔵谷」（兵庫

県明石市）を、平成28年８月に「公益社　西宮山手会館」(兵庫県西宮市)を

新築リニューアル（建替え）したほか、平成28年８月に「葬仙　米子葬祭会

館」（鳥取県米子市）を全面改装オープンしました。さらに、昨年春から

「公益社　枚方会館」(大阪府枚方市)の建替え工事に着手しており、平成29

年８月に新築リニューアルオープンする予定です。

新規事業への取り組みについては、エクセル・サポート・サービス㈱の運

営によるラーメン店を平成28年10月大阪市西区に、平成28年12月大阪市淀川

区にオープンし、料理・飲食事業の多角化に踏み出しました。さらに、リハ

ビリ特化型デイサービスなどの介護事業を展開するＪＲ西日本グループの

「ポシブル医科学株式会社」（本社　大阪府東大阪市）と、フランチャイズ

チェーンへの加盟に関する基本合意書を締結しました。今後、フランチャイ

ザーである同社の支援・指導を受けながら、平成29年10月から12月の間に２

事業所を開設する予定であります。

当期においては、㈱公益社の大規模葬儀(金額５百万円超の葬儀)の施行件

数が減少したものの、グループ全体の葬儀施行件数は、㈱葬仙および㈱タル

イの寄与もあり、前連結会計年度(以下、前期)と比べて増加しました。葬儀

施行収入は、前期比0.9％の増収となりました。

費用については、新規会館（新築リニューアル会館を含む）のオープンに

伴い、広告宣伝費や消耗備品費等が増加した一方で、新築リニューアル計画

に伴う耐用年数の見積り変更による減価償却費、大阪本社・本部機能の移転

集約により地代家賃がそれぞれ減少したことにより、営業費用は減少しまし

た。

また、「公益社　枚方会館」および「公益社　西宮山手会館」の新築リニ

ューアルに伴う旧会館の解体撤去費用の見積り金額の変更に基づき、営業外

収益に移転損失引当金戻入益60百万円を計上しました。

特別損失については、前期に計上した厚生年金基金解散損失引当金繰入額

６億90百万円の計上がなくなりました。

この結果、当期の営業収益は186億77百万円となり、前期比0.9％の増収と

なりました。また、営業利益は20億19百万円（前期比16.1％増）、経常利益

は20億64百万円（前期比18.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は13
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億45百万円（前期比265.4％増）といずれも増益となりました。

　セグメントの業績は次のとおりです。

①　公益社グループ

公益社グループの中核会社である㈱公益社における葬儀施行収入は、

首都圏では一般葬儀の件数増加により増収となりましたが、関西圏では

大規模葬儀の件数が減少したため、新規出店の効果による一般葬儀の増

収にもかかわらず、減収となりました。全社では、葬儀件数は前期比

0.8％の増加、葬儀施行収入は前期比0.4％の減収となりました。

一方、葬儀に付随する販売やサービス提供においては、返礼品販売収

入、仏壇仏具販売収入、手数料収入が、いずれも前期比増収となりまし

た。

費用については、新規会館の出店に伴い広告宣伝費や消耗備品費等が

増加したため、営業費用は増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は155億４百万円（前期比0.3％減）

となり、セグメント利益は10億94百万円（前期比16.0％減）となりまし

た。

②　葬仙グループ

葬仙グループの㈱葬仙においては、境港、松江の両エリアを中心に葬

儀件数が増加し、米子エリアでも全面改装工事に伴う「葬仙　米子葬祭

会館」の４ヶ月間の閉館にもかかわらず、前期の葬儀件数を上回りまし

た。その結果、全体では、葬儀件数は前期比5.5％の増加となり、葬儀単

価も前期比1.0％上昇したため、葬儀施行収入は前期比6.5％の増収とな

りました。さらに、葬儀に付随する販売および手数料収入も前期比増収

となりました。

費用については、前期の葬儀会館に係る減損損失計上に伴う減価償却

費の減少や「葬仙　米子葬祭会館」の工事期間中の地代家賃の減額等に

より減少したものの、同会館の全面改装オープンに伴い広告宣伝費や消

耗備品費等が増加したことにより、営業費用は増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は14億20百万円（前期比7.8％増）と

なり、セグメント利益は44百万円(前期は32百万円の損失）となりまし

た。
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③　タルイグループ

タルイグループの㈱タルイにおいては、前期に開始した葬儀基本セッ

トの全面改定や広告宣伝の強化等の施策の効果により、葬儀件数が前期

比6.4％増加し、葬儀単価も2.2％上昇した結果、葬儀施行収入は前期比

8.7％の増収となりました。

費用については、「タルイ会館 大蔵谷」において、新築リニューアル

オープンに伴う広告宣伝費が増加したものの、旧会館の解体撤去に伴う

耐用年数の見積り変更による減価償却費がなくなったこと等により、営

業費用は減少しました。

この結果、当セグメントの売上高は14億29百万円（前期比8.3％増）と

なり、セグメント利益は２億６百万円（前期比199.7％増）となりまし

た。

④　持株会社グループ

持株会社グループの燦ホールディングス㈱においては、グループ子会

社からの配当金収入が３億円増加したことにより増収となりました。一

方、新築リニューアル計画に伴う耐用年数の見積り変更による減価償却

費の計上がピークを過ぎたほか、大阪本社・本部機能の移転、集約に伴

い地代家賃および減価償却費が減少したため、営業費用は減少しました。

また既述のとおり、移転損失引当金戻入益60百万円を営業外収益に計

上しました。

この結果、当セグメントの売上高は49億17百万円（前期比5.8％増）と

なり、セグメント利益は17億89百万円（前期比44.6％増）となりました。
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２．企業集団の設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、22億21百万円で、

その主なものは次のとおりであります。

㈱公益社　枚方会館　　　　　新築工事等 ３億33百万円

㈱公益社　東久留米会館　　　新築工事等 ３億15百万円

㈱葬仙　　米子葬祭会館及び

　　　　　　倉庫・事務所棟　新築工事等 ２億73百万円

㈱公益社　西宮山手会館　　　新築工事等 ２億50百万円

㈱公益社　喜多見会館　　　　新築工事等 １億75百万円

㈱タルイ　西明石会館　　　　新築工事等 １億48百万円

㈱公益社　千里山田会館　　　新築工事等 １億40百万円

㈱タルイ　大蔵谷会館　　　　新築工事等 １億４百万円

㈱公益社　くずは会館　　　　新築工事等 １億１百万円

３．企業集団の資金調達の状況

　当連結会計年度中において、手元資金を設備投資に充当いたしました。

　なお、資金の効率的運用を図るため、当社グループの各社間でグループ金

融制度を運用しており、当連結会計年度末において、当社は㈱公益社から８

億50百万円、㈱タルイから１億50百万円を借入れております。

　また、緊急多額の資金需要に備え、取引銀行３行と総額10億円のコミット

メントライン契約を締結しておりますが、当連結会計年度末の借入実行残高

はありません。
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４．対処すべき課題

①　サービス品質向上への体制の強化と仕組みの構築

　お客様に集中して向き合う体制を整えるとともに、標準化されたサービ

スや会館運営等に基づくブランド構築を図り、サービス品質でお客様に選

ばれることを目指す。

②　葬儀事業の積極的な営業エリアの拡大

　東西の大都市圏を中心に積極的なドミナント出店により営業エリアの拡

大を目指す。

③　ライフエンディングサポート事業の伸長

　ライフエンディング・ステージをサポートするサービス範囲を拡大し、

顧客満足と顧客単価の向上を図る。

④　新規事業創出への本格的取組み

　グループの事業ポートフォリオのリスクを軽減し、中長期的に安定継続

成長を実現するため、新規事業へのチャレンジを継続し、着手した新たな

事業については着実な展開を図る。

⑤　基盤整備の完遂

　大規模会館の建替えオープンと案件全体の完遂により、会館施設の競争

力の強化および外部支払コストの削減を実現する。

⑥　リスクマネジメントの強化

　リスクマネジメントを強化し、会社の持続的成長と中長期的な企業価値

の向上を図る。
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５．企業集団および当社の直前三事業年度の財産および損益の状況

(1) 企業集団の財産および損益の状況

平成26年３月期
第85期

平成27年３月期
第86期

平成28年３月期
第87期

平成29年３月期
第88期

(当連結会計年度)

営 業 収 益（百万円） 18,062 18,437 18,509 18,677

経 常 利 益（百万円） 1,621 2,021 1,742 2,064

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

（百万円） 953 985 368 1,345

１株当たり当期純利益 169円80銭 175円42銭 65円57銭 239円59銭

総 資 産（百万円） 26,231 26,734 27,042 27,961

純 資 産（百万円） 20,932 21,693 21,837 22,943

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,726円98銭 3,862円40銭 3,887円97銭 4,085円12銭

(2) 当社の財産および損益の状況

平成26年３月期
第85期

平成27年３月期
第86期

平成28年３月期
第87期

平成29年３月期
第88期(当期)

営 業 収 益（百万円） 4,509 4,276 4,648 4,917

経 常 利 益（百万円） 1,540 1,276 1,238 1,789

当 期 純 利 益（百万円） 1,288 452 781 1,516

１株当たり当期純利益 229円32銭 80円63銭 139円12銭 269円93銭

総 資 産（百万円） 24,690 24,974 25,620 25,952

純 資 産（百万円） 21,164 21,392 21,949 23,226

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,768円17銭 3,808円80銭 3,907円93銭 4,135円41銭

（注）（第85期）　企業集団の親会社株主に帰属する当期純利益および当社の当期純利益

の増加は、特別利益に固定資産売却益を計上したためであります。

（第86期）　当社の当期純利益の減少は、特別損失に関係会社株式評価損および移

転損失引当金繰入額を計上したためであります。

（第87期）　企業集団（当社および連結子会社の一部）の親会社株主に帰属する当

期純利益の減少は、特別損失に厚生年金基金解散損失引当金繰入額お

よび減損損失を計上したためであります。

            当社は、特別損失に関係会社株式評価損を計上いたしました。

－ 9 －

企業集団および当社の直前三事業年度の財産および損益の状況
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６．重要な親会社および子会社の状況

(1) 親会社との関係

　当社は、親会社を有しておりません。

(2) 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 公 益 社 100 100

葬儀請負事業、葬儀関連商品販売事業、霊
柩自動車運送事業および患者用寝台自動
車運送事業、返礼品および仏壇等の販売事
業、生花事業

ｴｸｾﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｻｰﾋﾞｽ
株 式 会 社

40 100
葬儀請負事業、警備事業、清掃・施設管理
事業、料理事業

株 式 会 社 葬 仙 10 100 葬儀請負事業、葬儀関連商品販売事業

株 式 会 社 タ ル イ 10 100 葬儀請負事業、葬儀関連商品販売事業

７．企業集団の主要な事業内容

事業部門等の名称 主 要 な 事 業 内 容

葬 儀 事 業
葬儀の請負および生花、料理、返礼品、仏壇、仏具等の
販売

運 送 事 業 霊柩運送、寝台自動車運送、旅客運送

そ の 他 の 事 業 不動産事業

－ 10 －

重要な親会社および子会社の状況、企業集団の主要な事業内容
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８．企業集団の主要な拠点等

平成29年３月31日現在

名 称 所 在 地

燦ホールディングス株式会社
大 阪 本 社 大 阪 市 北 区
東 京 本 社 東 京 都 港 区

株式会社　公　益　社
公 益 社 天 神 橋 会 館 大 阪 市 北 区

公 益 社 城 東 会 館 大 阪 市 城 東 区

公 益 社 森 小 路 会 館 大 阪 市 旭 区

公 益 社 玉 出 会 館 大 阪 市 西 成 区

公 益 社 西 田 辺 会 館 大 阪 市 阿 倍 野 区

公 益 社 千 里 会 館 大 阪 府 吹 田 市

公 益 社 吹 田 会 館 大 阪 府 吹 田 市

公 益 社 江 坂 会 館 大 阪 府 吹 田 市

公 益 社 千 里 山 田 会 館 大 阪 府 吹 田 市

公 益 社 枚 方 会 館 大 阪 府 枚 方 市

公 益 社 く ず は 会 館 大 阪 府 枚 方 市

公 益 社 高 槻 会 館 大 阪 府 高 槻 市

公 益 社 豊 中 会 館 大 阪 府 豊 中 市

公 益 社 守 口 会 館 大 阪 府 守 口 市

公 益 社 石 橋 会 館 大 阪 府 池 田 市

公 益 社 東 大 阪 会 館 大 阪 府 東 大 阪 市

公 益 社 堺 会 館 堺 市 堺 区

公 益 社 な か も ず 会 館 堺 市 北 区

公 益 社 岸 和 田 会 館 大 阪 府 岸 和 田 市

公 益 社 共 善 は び き の 会 館 大 阪 府 羽 曳 野 市

公 益 社 西 宮 山 手 会 館 兵 庫 県 西 宮 市

公 益 社 甲 子 園 口 会 館 兵 庫 県 西 宮 市

公 益 社 宝 塚 会 館 兵 庫 県 宝 塚 市

公 益 社 武 庫 之 荘 会 館 兵 庫 県 尼 崎 市

公 益 社 住 吉 御 影 会 館 神 戸 市 東 灘 区

公 益 社 甲 南 山 手 会 館 神 戸 市 東 灘 区

公 益 社 六 甲 道 会 館 神 戸 市 灘 区

公 益 社 富 雄 会 館 奈 良 県 奈 良 市

公 益 社 学 園 前 会 館 奈 良 県 奈 良 市

公 益 社 西 大 寺 会 館 奈 良 県 奈 良 市

公 益 社 用 賀 会 館 東 京 都 世 田 谷 区

公 益 社 田 園 調 布 会 館 東 京 都 世 田 谷 区

公 益 社 喜 多 見 会 館 東 京 都 世 田 谷 区

公 益 社 雪 谷 会 館 東 京 都 大 田 区

公 益 社 明 大 前 会 館 東 京 都 杉 並 区
公 益 社 高 円 寺 会 館 東 京 都 杉 並 区

－ 11 －

企業集団の主要な拠点等
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平成29年３月31日現在

名 称 所 在 地

公 益 社 高 輪 会 館 東 京 都 港 区
公 益 社 仙 川 会 館 東 京 都 調 布 市

公 益 社 会 館 た ま プ ラ ー ザ 横 浜 市 青 葉 区

公 益 社 日 吉 会 館 横 浜 市 港 北 区
東 大 阪 事 業 セ ン タ ー 大 阪 府 東 大 阪 市

エクセル・サポート・サービス株式会社
なごみ庵 き た は ま 伊 丹 店 兵 庫 県 伊 丹 市

なごみ庵 き た は ま 瓜 破 店 大 阪 市 平 野 区
なごみ庵 き た は ま 四 條 畷 店 大 阪 府 四 條 畷 市

株式会社　葬　仙
鳥 取 ホ ー ル 鳥 取 県 鳥 取 市

吉 方 ホ ー ル 鳥 取 県 鳥 取 市

岩 美 ホ ー ル 鳥 取 県 岩 美 郡

米 子 葬 祭 会 館 鳥 取 県 米 子 市

福 米 ホ ー ル 鳥 取 県 米 子 市

安 倍 ホ ー ル 鳥 取 県 米 子 市

境 港 ホ ー ル 鳥 取 県 境 港 市

余 子 ホ ー ル 鳥 取 県 境 港 市

松 江 葬 祭 会 館 島 根 県 松 江 市

比 津 ホ ー ル 島 根 県 松 江 市

東 出 雲 ホ ー ル 島 根 県 松 江 市
安 来 ホ ー ル 島 根 県 安 来 市

株式会社　タ　ル　イ
本社・メモリアルギャラリー仏壇展示場 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 大 蔵 谷 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 新 明 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 大 久 保 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 魚 住 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 土 山 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 長 坂 寺 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 西 明 石 兵 庫 県 明 石 市

タ ル イ 会 館 舞 子 神 戸 市 垂 水 区

タ ル イ 会 館 神 戸 西 神 戸 市 西 区
タ ル イ 会 館 東 加 古 川 兵 庫 県 加 古 川 市

－ 12 －
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９．企業集団および当社の使用人の状況

(1) 企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 前期末比増減

公 益 社 グ ル ー プ 524名 （656名） －

葬 仙 グ ル ー プ 43名 （54名） 1名減

タ ル イ グ ル ー プ 35名 （42名） －

持 株 会 社 グ ル ー プ 46名 （0名） 3名減

合 計 648名 （752名） 4名減

（注）　使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を（　）外数で記

載しております。

(2) 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

46名 ３名減 50.1歳 ９年４ヶ月

（注）　使用人数は就業人員であります。

10．企業集団の主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 400

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 200

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 150

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 150

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 150

－ 13 －

企業集団および当社の使用人の状況、企業集団の主要な借入先
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Ⅱ．会社の状況に関する事項

１．株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 21,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,616,476株（自己株式465,532株を除く）

(3) 株主数 4,758名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 425,200 7.57

株 式 会 社 公 益 社 （ 京 都 ） 305,700 5.44

銀 泉 株 式 会 社 279,700 4.98

有 限 会 社 ブ ラ イ ト ・ ウ ェ イ 200,000 3.56

久 後 豊 子 177,200 3.16

久 後 陽 子 159,803 2.85

久 後 吉 孝 159,800 2.85

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 144,000 2.56

久 後 隆 司 141,797 2.52

播 島 幹 長 136,703 2.43

（注）１．株式会社公益社（京都）は、当社子会社と同社名の、本社を京都市に置く葬祭

会社でありますが、当社グループとは出資、人事等の関係はありません。

２．当社は、自己株式465,532株を保有しておりますが、上記大株主から除いており

ます。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 14 －

株式に関する事項
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２．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況
平成29年３月31日現在

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 小 西 幸 治 ㈱公益社　取締役

代表取締役社長 野 呂 裕 一 ㈱公益社　代表取締役会長

代表取締役副社長 播 島 　 聡 ㈱公益社　代表取締役社長

取 締 役 的 羽 元 司
コンプライアンス・内部監査担当兼
管理本部長兼総務部長
㈱公益社　取締役

※１ 取 締 役 棚 橋 康 郎 ㈱インターネットイニシアティブ　社外取締役

※１ 取 締 役 原 田 雅 俊 (一社)国際産業関係研究所　代表理事

※２ 常 勤 監 査 役 内 藤 光 昭 ㈱公益社　監査役

常 勤 監 査 役 秦 　 　 　 一 二 三 ㈱公益社　監査役

※２ 監 査 役 髙 橋 秀 彰
公認会計士・税理士
髙橋秀彰綜合会計士事務所　代表

※２ 監 査 役 田 村 　 茂 ㈱メディアドゥ　社外監査役

（注）１．※１は社外取締役であります。

２．※２は社外監査役であります。

３．常勤監査役秦一二三氏は公認会計士、社外監査役髙橋秀彰氏は公認会計士およ

び税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

４．当社は、取締役棚橋康郎、原田雅俊および監査役内藤光昭、髙橋秀彰、田村茂

の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。

５．平成28年６月23日開催の第87期定時株主総会の終結の時をもって、原田雅俊氏

は社外監査役を辞任いたしました。

－ 15 －

会社役員に関する事項
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(2) 責任限定契約に関する事項

　平成27年６月25日開催の第86期定時株主総会で定款を変更し、取締役（業

務執行取締役等である者を除く。）および監査役の責任限定契約に関する

規定を設けております。

　当該定款に基づき当社が取締役（業務執行取締役等である者を除く。）

２名および監査役の全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとお

りであります。

（取締役（業務執行取締役等である者を除く。）および監査役の責任限定

契約）

　当社定款に基づき、会社法第423条第１項に定める責任について、その職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときには、金100万円と、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として

損害賠償責任を負うものとする。

(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 ８名 154,249千円

監 査 役 ５名 33,700千円

合 計 13名 187,949千円

（注）１．役員報酬限度額は、取締役が年額350,000千円以内と定めた固定枠と、支給日の

前事業年度の連結経常利益の３％以内（ただし、100,000千円を上限とする。）

とする変動枠の合計額以内、監査役は年額50,000千円であります。

２．上記のうち、社外役員６名に対する報酬等の総額は36,650千円であります。

３．上記の報酬等の額には、役員賞与引当金繰入額32,530千円を含めております。

４．上記の報酬等の額には、平成28年６月23日開催の第87期定時株主総会の終結の

時をもって退任した取締役２名、社外監査役１名を含めております。

－ 16 －
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(4) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係

地 位 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

取締役 棚 橋 康 郎 ㈱インターネットイニシアティブ　社外取締役 特別の関係はありません。

取締役 原 田 雅 俊 (一社)国際産業関係研究所　代表理事 特別の関係はありません。

監査役 髙 橋 秀 彰 髙橋秀彰綜合会計士事務所　代表 特別の関係はありません。

監査役 田 村 　 茂 ㈱メディアドゥ　社外監査役 特別の関係はありません。

②　社外役員の主な活動状況

出 席 状 況 お よ び 発 言 状 況

取　締　役 棚 橋 康 郎
当期開催の取締役会15回のうち14回に出席し、主に会社経営

者としての見地からの発言を行っております。

取　締　役 原 田 雅 俊

当期において、平成28年６月23日に監査役を退任するまでに

開催された取締役会３回の全てに、監査役会３回の全てに出

席しました。

また、平成28年６月23日に取締役に就任以降、当期に開催さ

れた取締役会12回の全てに出席しました。主に会社経営者

としての見地からの発言を行っております。

常勤監査役 内 藤 光 昭

当期開催の取締役会15回の全てに出席し、また、当期開催の

監査役会15回の全てに出席し、主に経理・内部統制分野での

豊富な経験と幅広い知識からの発言を行っております。

監　査　役 髙 橋 秀 彰

当期開催の取締役会15回のうち14回に出席し、また、当期開

催の監査役会15回のうち14回に出席し、主に公認会計士・税

理士としての見地からの発言を行っております。

監　査　役 田 村 　 茂

当期開催の取締役会15回のうち14回に出席し、また、当期開

催の監査役会15回のうち14回に出席し、主に会社経営者とし

ての見地からの発言を行っております。

－ 17 －
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３．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務

（監査証明業務）についての報酬等の額 38,200千円

②　当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額 38,200千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的に

も区別できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれ

らの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および

報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った

うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたし

ます。
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４．業務の適正を確保するための体制

　当社の基本方針の内容は次のとおりであります。

(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制

①　社外取締役を選任し、取締役会の業務執行の決定および取締役の職務

の執行の監督機能を強化する。

②　当社グループの取締役および使用人が法令・定款を遵守し、社会的規

範に基づいて行動するための「燦ホールディングスグループ　コンプ

ライアンス行動規範・行動基準」を定める。また、その徹底を図るた

めコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の維持・

向上を図っていく。

　　また、社員からの内部通報の仕組みとして「ヘルプライン」を社内・

社外に設置し、コンプライアンスをより一層確実なものとする体制を

構築し運用する。

③　反社会的な活動や勢力には毅然として対応し一切関係を持たないこと、

反社会的勢力等からの不当な金銭的利益を得ようとする行為に対して

は組織的に対応し、各都道府県が定める暴力団排除条例に基づき暴力

団排除条項を定めて対応することをコンプライアンス行動規範・行動

基準に明記し、当該規範・基準に基づき実行する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①　当社の取締役の職務執行に係る情報は、社内規定に則り、適切に記録、

保存、管理および廃棄する。当社の取締役および監査役は、常時、こ

れらの情報を記録した文書等を閲覧することができる。

②　会社情報の適時開示の必要性および開示内容を取締役会において審議

し、会社情報を適時適切に開示する。
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(3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社グループ全体の取組みとして、当社グループの業務上のリスクを

抽出し、リスクとその対応方法を文書化する。

②　リスクマネジメント委員会を設置してリスク管理に関する規定を整備

し、当該委員会において、当社グループ全体のリスク管理体制・施策

等の審議を行うとともに、事業活動に関係する様々なリスクヘの対応

を検討・実施・推進する。

(4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

　　下記事項を含む経営管理システムの整備・運用を通じて、当社グループ

の取締役の職務執行の効率性を確保する。

①　取締役の職務分担・意思決定ルールを策定し明確化する。

②　重要事項につき多面的な検討を行うための会議体を設置する。

③　取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画および毎年策定さ

れる年度計画に基づき各部門が実施すべき具体的な年度目標と予算の

設定およびそれに基づく月次、四半期業績管理の実施を行う。

(5) 当社グループの企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社にグループ各社

全体の内部統制を担当する取締役を定め、当社およびグループ各社間

での内部統制に関する協議、情報の共用化、指示・要請の伝達が効率

的に行われるシステムを含む体制を構築し運用する。

②　当社グループの取締役および執行役員は、各部門の業務施行の適正を

確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

③　当社の内部監査部署は、当社グループの内部監査を実施し、その結果

を①の担当取締役および②の責任者に報告し、①の担当取締役は必要

に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。
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(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性

に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

　必要に応じて監査役の職務を補助する監査役付使用人を置くこととし、

監査役付使用人の人事については、取締役と監査役が意見交換を行い決定

する。

　監査役を補助する監査役付使用人を置く場合、当該使用人は、業務執行

上の指揮命令系統には属さず、監査役の指示命令系統に従うものとし、人

事考課等については監査役の事前の同意を必要とする。

(7) 当社の取締役および使用人並びに子会社の取締役、監査役および使用人

等が当社の監査役に報告をするための体制

　当社グループの取締役または使用人等は、監査役会と協議の上、法定の

事項に加え、次の当社グループに重大な影響を及ぼす事項等をすみやかに

報告することとし、報告の方法は取締役会と監査役会の協議により決定す

る方法によるものとする。

　なお、当社グループの取締役および使用人等が、監査役への報告を行っ

たことを理由として、不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

を整備する。

①　経営会議で報告・審議された事項

②　当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項

③　毎月の経営状況として重要な事項

④　内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項

⑤　重大な法令・定款違反

⑥　ヘルプラインの通報状況および内容

⑦　その他コンプライアンス上重要な事項
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(8) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手

続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

方針に関する事項

　当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用を請求した場合は、す

みやかに処理する。

　通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する等、新たな

監査費用の処理は、監査役の職務に必要でないと認められる場合を除き、

会社がこれを負担する。

(9) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

　当社は、監査役会と代表取締役および取締役が、経営課題、その他事業

運営上の重要課題について定期的に意見交換を行い、また監査役監査基準

に従い、監査役が実効的な監査ができる体制の環境整備に努める。

　また、監査役会は、内部監査部署である内部監査室が行う計画的内部監

査の報告を受けるとともに、外部監査人との定期的な意見交換を行い、監

査役の監査が、効率的かつ効果的に行われることを確保する。
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５．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合するための体制その他業務の

適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1) 内部統制システム全般

　当社にグループ各社全体の内部統制を担当する取締役を定め、当社お

よびグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共用化、指示・

要請の伝達が効率的に行われるシステムを含む体制を運用しております。

(2) コンプライアンス

　コンプライアンス委員会において、全役職員を対象としたコンプライ

アンス、個人情報保護等に関する教育研修を実施し、法令および定款を

遵守するための取組みを継続的に行っております。

　また、当社は内部通報窓口を設置しており、子会社にも開放すること

でコンプライアンス体制の実効性向上に努めております。

(3) リスク管理体制

　リスクマネジメント規程で対象とするリスクを設定し、リスクマネジ

メント委員会において活動方針・活動目標を定め、リスクの管理状況の

確認と取締役会への定期的な報告を行っております。

(4) 内部監査

　内部監査部門である内部監査室は、内部監査計画に基づき当社および

子会社の内部監査を実施しております。
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６．株式会社の支配に関する基本方針

(1) 基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企

業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的

かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると

考えております。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断

は最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えておりま

す。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当

社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、

これを否定するものではありません。しかしながら、株式の大量買付の中

には、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある

もの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討

し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や

情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条

件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社

の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社では企業価値の確保・向上に努めておりますが、当社グループの企

業価値は、人材力、専用施設、運営ノウハウ、商品・サービス要素の調達

力、商品開発力、企画運営力などをその源泉としております。当社株式の

大量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に

確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買

付を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不

適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対

抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

必要があると考えております。
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(2) 基本方針実現のための取組みの具体的な内容

①　基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、従

来から葬祭サービスの質の向上に飽くことのない取組みを続けてまいり

ました。

　平成21年４月には、予想される社会環境、顧客および競合の変化をふ

まえ、当社グループの将来あるべき姿を「10年ビジョン」として定め、

同時に創業以来大切にしてきた価値観と将来への思いを結晶化し、社員

の価値判断の基軸とするとともにグループの求心力の核として、経営理

念を再定義いたしました。その経営理念とは、「私たちは、大切な人と

の最後のお別れを尊厳あるかたちでお手伝いします。そして、それにと

どまらず、人生のマイナスからプラスへのステップを支える最良のパー

トナーを目指します。」であります。

　また、当社グループには、創業85年の歴史に裏付けられた知識と経験

があり、それらを「人」を通じて葬祭サービスとして体現しています。

お客様のご家族の状況や要望を把握し、オーダーメイドできる知識、経

験、対応力に富んだプロフェッショナル人材を多数有することこそが、

当社グループのコア・コンピタンス、すなわち競合他社に対する持続的

優位性であると考えております。

　儀式やサービスを通じて故人を尊厳あるかたちでお送りし、遺族の悲

しみをケアするといった葬儀本来の役割を認識した上で、①個々のお客

様に応じてカスタマイズされた「ホスピタリティサービス」を提供する

こと、②お客様の変化を察知し新たな葬儀スタイルを提案することが、

時代の変化に対応するために求められていると考えております。

　したがって、企業価値向上への取り組みとして、社員が自分の仕事に

やりがいを見出し、誇りと安心感をもって働ける環境づくりが必要であ

ると考えており、その一環として、平成24年４月に新人事制度を導入い

たしました。さらに、現場の主体性を重視し、権限委譲を進めることに

より、社員の高い内発的動機に裏打ちされた「ホスピタリティサービス」

すなわち、個々のお客さまに応じた質の高い葬祭サービスの提供を目指

しております。

　このように、従業員満足度の向上と顧客満足度の向上を実現すること

が、企業価値の向上を通じた社会への貢献であり、ひいては株主の皆様

共同の利益の確保・拡大に資するものと考えております。
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　企業価値向上のための方策に関しては、当社グループのビジョン（平

成25年に見直し、その後平成28年に一部改訂）に基づき、≪東西の大都

市圏を中心とした営業エリアの拡大≫と≪ライフエンディングサービス

業への進化を目指した多角化≫による顧客価値の向上を基軸としており

ます。

　また、新たに策定した中期経営計画（平成28年度～平成30年度）にお

いては、①サービス品質向上への体制の強化と仕組みの構築、②葬儀事

業の積極的な営業エリアの拡大、③ライフエンディングサポート事業の

伸長、④新規事業創出への本格的取組み、⑤基盤整備の完遂、⑥リスク

マネジメントの強化、の6つの重点課題の達成に取り組んでまいります。

　当社は取締役会の監督機能を高めることにより、コーポレート・ガバ

ナンスの強化・充実を図るため、平成28年６月開催の定時株主総会にお

いて、独立性の高い社外取締役２名を含む６名の取締役の体制となりま

した。また、当社の監査役会は、独立性の高い社外監査役が過半数を占

める構成となっており、各監査役は、取締役会等の重要な会議に出席す

るなどして、取締役の職務執行状況を監査しております。

　さらに当社は、取締役会が適正かつ効率的に業務執行に対する監督機

能を発揮できるように「取締役会規程」を定め、法令・定款に準拠して

取締役会で審議する内容を定めております。また、執行役員制度を採用

するとともに、「職務分掌・権限規程」を定め、各業務執行取締役およ

び執行役員が執行できる業務の範囲並びにその監督体制を明確に定めて

おります。

　当社は、これらのことを進めることにより、企業価値の向上に努め、

基本方針の実現に邁進しております。

②　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において「当社株式の大量

取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を同一の内容で更新すること

（以下、更新後のプランを「本プラン」といいます。）を決議し、本プ

ランについて株主の皆様のご意思を反映すべく、第87期定時株主総会に

おいて本プランについての当社株主の皆様のご承認をいただきました。
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　本プランは、当社の株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行

為またはその提案（当社取締役会が友好的と認めるものを除き、以下「買

付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下「買付

者等」といいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を

求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保したう

えで、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者

等との交渉等を行うこと等を可能とし、また、上記方針に反し当社の企

業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することにより当社の

企業価値・株主共同の利益を確保、向上させることを目的としておりま

す。

　本プランは、買付等のうち、a.当社が発行者である株券等について、

保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、または、b.当社が発

行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合

およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買

付けを対象とします。当社は、当社の株券等について買付等が行われる

場合、当該買付等に係る買付者等には、本プランに規定する手続を遵守

する旨の誓約文言等を記載した意向表明書の提出を求め、さらに買付内

容等の検討に必要な情報の提出を求めます。その後、買付者等から提出

された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、代替案(もしあれば）

等が、社外取締役、社外監査役および社外の有識者のいずれかに該当す

る者から構成される独立委員会に提供され、その判断を経るものとしま

す。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の

検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との協議・交渉、

株主の皆様に対する情報開示等を行います。

　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった

場合、その他買付者等の買付等の内容の検討の結果、当該買付等が当社

の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあ

る買付等である場合等、本プランに定める要件に該当し、新株予約権の

無償割当て等を実施することが相当であると判断した場合には、独立委

員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当て等を

実施することを勧告します。また、予め当該実施に関して株主総会の承

認を得るべき旨を勧告することもできるものとします。

　新株予約権の無償割当てを実施する場合の新株予約権には、買付者等

による権利行使が認められないという行使条件、および当社が買付者等
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以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得することができる

旨の取得条項が付されており、当該買付者等以外の株主の皆様は、原則

として、新株予約権１個あたり１円を下限として当社株式の１株の時価

の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会が別途定め

る価額を払い込むことにより、新株予約権１個につき１株の当社普通株

式を取得することができます。

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権

無償割当て等の実施もしくは不実施または株主総会招集等の決議を行う

ものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当

該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報

開示を行います。

　本プランの有効期間は、第87期定時株主総会終結の時から３年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

としています。

　ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プラン

を廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止さ

れることになります。

　本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当て等が実施されてい

ない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。

他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、

株主の皆様が権利行使期間内に、金銭の払込その他新株予約権行使の手

続を行わないと、他の株主の皆様による新株予約権の行使により、その

保有する株式の価値が希釈化される場合があります（ただし、当社が当

社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、保有する当社株式

１株当たりの価値の希釈化は生じますが、原則として買付者等以外の株

主の皆様が保有する当社株式全体の価値の経済的な希釈化は生じませ

ん。）。

　なお、本プランの詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（ア

ドレス　http://www.san-hd.co.jp/ir/pdf/160513_1.pdf）に掲載する平

成28年５月13日付プレスリリースにおいて開示されております。

(3) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　(2)①に記載した企業価値向上への取組みおよびコーポレート・ガバナ

ンス強化のための取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的
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かつ安定的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、

その内容も、前記のとおり、飽くことのない品質向上、人的および物的

資産の拡充等を含む合理的なものであり、かつ、コーポレート・ガバナ

ンス強化・充実にも配慮された公正なものであることから、まさに当社

の基本方針に沿うものであって、企業価値・株主共同の利益に資するも

のであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。

　また、(2)②に記載した本プランは、基本方針に照らして不適切な者に

よって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みを具体化するものとして、企業価値・株主共同の利益を確

保、向上させる目的をもって導入されたものであり、第87期定時株主総

会において株主の皆様にもご承認いただいております。その内容も、合

理的な客観的要件が設定されている上、その発動にあたっては、社外取

締役、社外監査役および社外の有識者のいずれかに該当する者によって

構成される独立委員会の判断を経ることが必要とされており、独立委員

会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることもできることになって

おります。加えて発動にあたって株主総会決議により株主の皆様のご意

思を反映することもできることになっております。また、その有効期間

は第87期定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされており、その期

間途中であっても当社取締役会によりいつでも廃止できるものとされて

います。

　従って、本プランは、公正性・客観性が担保されており、当社の基本

方針に沿うものであって、企業価値・株主共同の利益に資するものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

（注）　事業報告中の記載金額については、単位未満を切捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

未収還付法人税等

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

不動産信託受益権

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,908,561

2,612,850

601,233

94,999

41,352

230,971

145,127

20,540

162,205

△718

24,052,879

21,809,105

8,451,213

46,180

154,104

12,318,828

318,283

520,494

122,183

2,121,590

271,418

406,860

517,630

663,600

279,419

△17,338

流 動 負 債 2,289,993

営 業 未 払 金 810,925

短 期 借 入 金 15,000

１年内返済予定の長期借入金 21,192

リ ー ス 債 務 83,522

未 払 金 418,432

未 払 法 人 税 等 255,914

未 払 消 費 税 等 86,173

賞 与 引 当 金 401,717

役 員 賞 与 引 当 金 36,836

移 転 損 失 引 当 金 18,000

設 備 未 払 金 22,366

そ の 他 119,913

固 定 負 債 2,727,464

長 期 借 入 金 1,115,414

リ ー ス 債 務 260,933

厚生年金基金解散損失引当金 690,837

退職給付に係る負債 147,918

資 産 除 去 債 務 272,807

長 期 預 り 金 218,023

長 期 未 払 金 21,529

負 債 合 計 5,017,458

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 22,943,983

資 本 金 2,568,157

資 本 剰 余 金 5,488,615

利 益 剰 余 金 15,900,755

自 己 株 式 △1,013,546

純 資 産 合 計 22,943,983

資 産 合 計 27,961,441 負債及び純資産合計 27,961,441

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 18,677,027

営 業 費 用 15,296,227

営 業 総 利 益 3,380,799

販売費及び一般管理費 1,361,641

営 業 利 益 2,019,158

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,198

受 取 配 当 金 4

移 転 損 失 引 当 金 戻 入 益 60,068

雑 収 入 26,713 90,984

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,335

解 体 撤 去 費 用 25,135

雑 損 失 9,254 45,725

経 常 利 益 2,064,417

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,288

投 資 有 価 証 券 売 却 益 391 5,680

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,789

　 減 損 損 失 38,899 42,688

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,027,408

法人税、住民税及び事業税 590,095

法 人 税 等 調 整 額 91,632 681,727

当 期 純 利 益 1,345,681

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 1,345,681

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 当期首残高及び当期末残高 2,568,157

資本剰余金 当期首残高及び当期末残高 5,488,615

利益剰余金 当期首残高 14,793,780

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,345,681

当期末残高 15,900,755

自己株式 当期首残高 △1,013,345

当期変動額 自己株式の取得 △201

当期末残高 △1,013,546

株主資本合計 当期首残高 21,837,208

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,345,681

自己株式の取得 △201

当期末残高 22,943,983

純資産合計 当期首残高 21,837,208

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,345,681

自己株式の取得 △201

当期末残高 22,943,983

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、㈱公益社、エクセル・サポート・サービス㈱、㈱葬仙、㈱タ

ルイの４社であります。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

より算定しております。）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物

については定額法を採用しております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償却する方法を

採用しております。

主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10～50年

機械装置及び運搬具　　３～15年

工具、器具及び備品　　３～15年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。
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③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会

計年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。

④　移転損失引当金　　　　　　　　当社および連結子会社の事業所等の移転等に

伴う損失に備えて、損失見込額を計上してお

ります。

⑤　厚生年金基金解散損失引当金　　厚生年金基金の特例解散に伴い発生する損失

に備えて、損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社および連結子会社の一部は、転進支援制度について、退職給付に係る期末要

支給額に過去実績により合理的に算定した利用見込率を乗じた金額を退職給付債務

として計上しております。

(5) 土地信託の会計処理の方法

　信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不動産信

託受益権」勘定として処理し、損益計算書項目は当該営業収益または営業費用勘定

に含めて処理しております。

(6) 消費税等の会計処理の方法

　税抜き方式によっております。

(7) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。

－ 34 －

連結注記表



2017/05/22 10:12:24 / 16268830_燦ホールディングス株式会社_招集通知

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用

し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益は

それぞれ32,402千円増加しております。

（表示方法の変更）

連結損益計算書

　前連結会計年度において、区分掲記していた営業外収益の「社宅金収入」（当連結

会計年度は3,869千円）は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より営業外収

益の「雑収入」に含めて表示しております。

　なお、前連結会計年度の「社宅金収入」は4,463千円であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（連結納税制度の適用）

　当社および連結子会社は、当連結会計年度中に連結納税制度の承認申請を行い、翌

連結会計年度から連結納税制度が適用されることとなったため、当連結会計年度より

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企

業会計基準委員会　実務対応報告第５号　平成27年１月16日）および「連結納税制度

を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員

会　実務対応報告第７号　平成27年１月16日）に基づき、連結納税制度の適用を前提

とした会計処理を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 10,013,932千円

（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用 途 場 所 種 類
減損損失
（千円）

葬 儀 会 館 兵 庫 県 加 古 川 市 建 物 及 び 構 築 物 23,590

葬 儀 会 館 神 戸 市 西 区 建 物 及 び 構 築 物 15,308

　当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分を基準としてグルーピング

を行っております。

　兵庫県加古川市および神戸市西区の資産グループについては、営業活動から生ずる

損益が継続的にマイナスであるため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当資産グループは、賃借を主とする資産のため回収可能性が低いと判断し、

帳簿価額を備忘価額まで減額しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類および総数に関する事項

（単位：株）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

発 行 済 株 式 数

普 通 株 式 6,082,008

合 計 6,082,008

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 112,332 20.0 平成28年３月31日 平成28年６月24日

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 126,373 22.5 平成28年９月30日 平成28年12月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの

　次のとおり、決議を予定しております。

（決議）
株式の
種　類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月27日
定時株主総会

普通
株式

126,370 利益剰余金 22.5 平成29年３月31日 平成29年６月28日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入や社債発行

により調達しております。また、資金の効率的運用を図るため、短期的な運転資

金はグループ金融制度を運用しております。さらに、緊急多額の資金需要に備え、

取引銀行３行と総額10億円のコミットメントライン契約を締結しております。

　デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な

取引は行なわない方針であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が

変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 2,612,850 2,612,850 ─

(2) 営業未収入金 601,233 601,233 ─

(3) 長期貸付金 271,418 291,969 20,551

資産計 3,485,502 3,506,053 20,551

(1) 営業未払金 810,925 810,925 ─

(2) 短期借入金 15,000 15,000 ─

(3) 未払法人税等 255,914 255,914 ─

(4) 長期借入金
（１年内返済予定の長
期借入金含む）

1,136,606 1,146,258 9,652

負債計 2,218,446 2,228,098 9,652
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（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期貸付金

　当社グループでは、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分

類し、抵当権を設定しているものがほとんどであるため、その将来キャ

ッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標を基とした利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

負　債

(1) 営業未払金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

　長期借入金（期限前特約権の行使による期限前解約特約付借入金を含

む）の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 2,612,850 － － －

営業未収入金 601,233 － － －

長期貸付金 17,435 69,138 92,015 92,828

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 21,192 170,392 919,992 19,992 5,038
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（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、大阪府において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）および賃貸用土

地等を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

803,604 11,824 815,429 3,889,000

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額

であります。

２．当連結会計年度増減額は、不動産信託受益権の増加（11,824千円）であ

ります。

３．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で

算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 4,085円12銭

２．１株当たり当期純利益 239円59銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

－ 40 －

連結注記表



2017/05/22 10:12:24 / 16268830_燦ホールディングス株式会社_招集通知

貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未収還付法人税等

未 収 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

不動産信託受益権

保 険 積 立 金

差 入 保 証 金

そ の 他

1,066,210

752,891

8

103,669

33,878

145,118

8,880

21,763

24,886,404

20,507,592

7,387,887

207,391

11,671

60,903

12,282,728

36,514

520,494

103,341

74,694

28,646

4,275,470

2,562,585

1,270

270,872

173,867

92,414

517,630

8,009

620,420

28,400

流 動 負 債 1,256,830
営 業 未 払 金 554
短 期 借 入 金 1,000,000
リ ー ス 債 務 12,792
未 払 金 64,810
未 払 費 用 7,506
未 払 法 人 税 等 29,405
未 払 消 費 税 等 7,310
預 り 金 8,174
賞 与 引 当 金 35,019
役 員 賞 与 引 当 金 32,530
移 転 損 失 引 当 金 18,000
設 備 未 払 金 22,366
そ の 他 18,358

固 定 負 債 1,469,338
長 期 借 入 金 1,050,000
リ ー ス 債 務 26,080
厚生年金基金解散損失引当金 65,695
退 職 給 付 引 当 金 4,306
資 産 除 去 債 務 196,355
そ の 他 126,900

負 債 合 計 2,726,168
純 資 産 の 部

科 目 金 額
株 主 資 本 23,226,445

資 本 金 2,568,157
資 本 剰 余 金 5,488,615
資 本 準 備 金 5,488,615

利 益 剰 余 金 16,183,218
利 益 準 備 金 225,639
その他利益剰余金 15,957,579

配当平均積立金 230,000
固定資産圧縮積立金 208,042
別 途 積 立 金 8,433,992
繰越利益剰余金 7,085,543

自 己 株 式 △1,013,546

純 資 産 合 計 23,226,445
資 産 合 計 25,952,614 負債及び純資産合計 25,952,614

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 4,917,416

営 業 費 用

不 動 産 賃 貸 原 価 2,029,324

一 般 管 理 費 1,120,192 3,149,516

営 業 利 益 1,767,899

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,294

移 転 損 失 引 当 金 戻 入 益 60,068

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3,000

雑 収 入 2,998 70,362

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,904

解 体 撤 去 費 用 25,109

雑 損 失 4,493 48,507

経 常 利 益 1,789,754

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 391 391

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,181

減 損 損 失 14,895 18,077

税 引 前 当 期 純 利 益 1,772,069

法人税、住民税及び事業税 119,069

法 人 税 等 調 整 額 136,939 256,008

当 期 純 利 益 1,516,060

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 当期首残高及び当期末残高 2,568,157

資本剰余金

資本準備金 当期首残高及び当期末残高 5,488,615

利益剰余金

利益準備金 当期首残高及び当期末残高 225,639

その他利益剰余金

配当平均積立金 当期首残高及び当期末残高 230,000

固定資産圧縮積立金 当期首残高及び当期末残高 208,042

別途積立金 当期首残高及び当期末残高 8,433,992

繰越利益剰余金 当期首残高 5,808,188

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

当期純利益 1,516,060

当期末残高 7,085,543

自己株式 当期首残高 △1,013,345

当期変動額 自己株式の取得 △201

当期末残高 △1,013,546

株主資本合計 当期首残高 21,949,292

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

当期純利益 1,516,060

自己株式の取得 △201

当期末残高 23,226,445

純資産合計 当期首残高 21,949,292

当期変動額 剰余金の配当 △238,705

当期純利益 1,516,060

自己株式の取得 △201

当期末残高 23,226,445

※　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．重要な資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

より算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物

については定額法を採用しております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償却する方法を

採用しております。

主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物　　　　　　　　18～50年

構築物　　　　　　　10～20年

機械及び装置　　　　７～15年

工具、器具及び備品　３～15年

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(3) リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

－ 44 －

個別注記表



2017/05/22 10:12:24 / 16268830_燦ホールディングス株式会社_招集通知

(4) 長期前払費用　　　　　　　　　　定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年

度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

(4) 移転損失引当金　　　　　　　　　当社の事業所等の移転等に伴う損失に備えて、

損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の転進支援金の支給に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見込額

（期末要支給額に過去の実績により合理的に

算定した利用見込率を乗じた金額）に基づき

計上しております。

(6) 厚生年金基金解散損失引当金　　　厚生年金基金の特例解散に伴い発生する損失

に備えて、損失見込額を計上しております。

４．土地信託の会計処理の方法

　信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不動産信

託受益権」勘定として処理し、損益計算書項目は当該営業収益または営業費用勘定

に含めて処理しております。

５．消費税等の会計処理の方法

　税抜き方式によっております。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成

28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更しております。

　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ22,949

千円増加しております。

（表示方法の変更）

損益計算書

  前事業年度において営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「解体撤

去費用」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「解体撤去費用」は3,410千円であります。

－ 45 －
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平

成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

（連結納税制度の適用）

　当社は、当事業年度中に連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度から連結納税制

度が適用されることとなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税

効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会　実務対応報告第５

号　平成27年１月16日）および「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当

面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会　実務対応報告第７号　平成27年１月16

日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,418,245千円

２．関係会社に対する金銭債権債務

金銭債権 18,785千円

金銭債務 1,003,902千円

３．保証債務

銀行借入金に対する保証債務

㈱葬仙 100,006千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業収益 4,569,404千円

営業費用 13,584千円

営業取引以外の取引高 9,842千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 465,532

合 計 465,532

－ 46 －
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（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

繰延税金資産

賞与引当金 10,786千円

未払金 9,944千円

未払事業税等 9,119千円

移転損失引当金 5,544千円

未払費用 2,256千円

繰延税金資産合計 37,650千円

繰延税金負債

未収還付事業税等 △3,771千円

繰延税金負債合計 △3,771千円

繰延税金資産（負債）の純額 33,878千円

(2) 固定の部

繰延税金資産

減損損失 423,443千円

子会社株式 284,575千円

減価償却超過額 55,117千円

資産除去債務 60,025千円

厚生年金基金解散損失引当金 20,234千円

その他 10,226千円

繰延税金資産小計 853,623千円

評価性引当額 △619,056千円

繰延税金資産合計 234,566千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △91,601千円

資産除去費用 △43,883千円

その他 △6,667千円

繰延税金負債合計 △142,151千円

繰延税金資産（負債）の純額 92,414千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、会館用建物の一部については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等
（単位：千円）

属 性
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱公益社
所有
直接

100％

土地・建物の賃貸

役員の兼任
経営指導・事務管理
等の受託

グループ金融制度に
よる資金の調達およ
び運用

賃貸料の受取
（注）１

2,144,439 ― ―

経営指導料・
事務受託料等
の受取
（注）２

713,716 ― ―

資金の借入
（注）３

922,986
（注）４

短期借入金 850,000

　取引金額には消費税等を含めておりません。

　期末残高には消費税等を含めております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１．建物・土地の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、１年ごとに

交渉のうえ、賃貸料金額を決定しております。

２．経営指導料・事務受託料等については、役員兼務および事務受託業務等

の内容に基づいて１年ごとに双方協議のうえ、合理的に決定しておりま

す。

３．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお

り、返済期限は原則３ヶ月後としております。ただし、期間中であって

も、双方協議のうえ、追加の借入、若しくは返済、または貸付けを行え

ることとしております。なお、担保は提供しておりません。

４．取引金額は、期中平均残高を表示しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 4,135円41銭

２．１株当たり当期純利益 269円93銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日

燦ホールディングス株式会社

取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  内 　 章 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 南 方 得 男 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、燦ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

燦ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日

燦ホールディングス株式会社

取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  内 　 章 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 南 方 得 男 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、燦ホールディングス株式会社の平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日までの第88期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属

明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属

明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第88期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方
法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の
取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築およ
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方
針および同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議
の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個
別注記表）およびその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について
検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認め
られません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３
号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共
同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持
を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当
であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当
であると認めます。

平成29年５月11日

燦ホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 内 藤 光 昭 
常 勤 監 査 役 秦　　　一二三 
社 外 監 査 役 髙 橋 秀 彰 
社 外 監 査 役 田 村 　 茂 

以　上

－ 52 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、連結

業績および資金の状況、中長期的な成長投資のための内部留保の確保、および

財務の健全性等を総合的に勘案しながら、配当による利益還元を行っていく方

針であります。

　この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、以下のとおりといた

したいと存じます。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金22円50銭といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、126,370,765円となります。

これにより、中間配当（１株につき22円50銭）を加えた年間配当金は、当

社普通株式１株につき45円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月28日といたしたいと存じます。

－ 53 －
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　当社子会社の今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に目

的事項の追加を行うものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

第２条　　　（現行どおり）

１．次の事業を営む会社の株式ま

たは出資持分を保有すること

による当該会社の事業活動の

支配ならびに管理およびこれ

に関連する業務

１．（現行どおり）

(1)

 （条文省略）

(30)

(1)

 （現行どおり）

(30)

（新設） (31) 介護保険法による通所

介護の居宅サービス事

業

（新設） (32) 介護保険法による介護

予防通所介護の介護予

防サービス事業

（新設） (33) 介護保険法に基づく介

護予防・日常生活支援

総合事業

（新設） (34) 介護保険法に基づく地

域密着型サービス事業

（新設） (35) 介護保険法に基づく介

護予防通所介護または

第１号通所事業

（新設） (36) 医療・介護および健康

に関する講演会・研究

会の開催

－ 54 －
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） (37) 健康トレーニング施設

の経営およびその施設

利用に関する研究指導

（新設） (38) 介護予防事業に関する

企画、調査、運営、受

託ならびにコンサルタ

ント業務

（新設） (39) 各種物品の販売業

(31)

(32) （条文省略）

(33)

(40)

(41) （現行どおり）

(42)

(34) 上記(1)から(33)まで

に附帯または関連する

一切の事業

(43) 上記(1)から(42)まで

に附帯または関連する

一切の事業

２．

 （条文省略）

６．

２．

 （現行どおり）

６．

－ 55 －
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第３号議案　取締役６名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、取締役全員（６名）は任期満了となります。

　つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

の

野
ろ

呂
ゆう

裕
いち

一

(昭和37年８月30日生)

昭和61年４月　アメリカン・ライフ・インシ

ュアランス・カンパニー入社

平成６年７月　ＡＩＧマーケティング出向

（ＡＩＧ株式会社）

平成13年４月　エイアイジー・スター生命保

険株式会社出向

平成16年６月　アメリカン・ライフ・インシ

ュアランス・カンパニー顧客

戦略統括部長

平成18年４月　当社入社、執行役員マーケテ

ィング戦略部付部長

平成19年６月　当社取締役マーケティング戦

略部付部長

平成20年６月　当社常務取締役マーケティン

グ戦略部長兼東京支店長

平成21年６月　当社専務取締役情報システム

担当マーケティング戦略部長

兼東京支店長

平成23年６月　当社取締役副社長情報システ

ム・マーケティング戦略担当

平成25年６月　当社代表取締役副社長

平成28年４月　当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

株 式 会 社 公 益 社 代表取締役会長

29,900株

－ 56 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

はり

播
しま

島
 

　
さとし

聡

(昭和37年９月25日生)

昭和62年４月　株式会社リクルートコンピュ

ータプリント（現株式会社リ

クルートコミュニケーション

ズ）入社

平成11年４月　当社入社

平成15年10月　当社大阪営業部付部長

平成17年４月　当社執行役員

平成18年６月　当社取締役関係会社株式会社

公益社、株式会社葬仙担当

平成19年６月　当社常務取締役関係会社株式

会社公益社、株式会社葬仙担

当

平成21年６月　当社専務取締役購買管理・プ

ロジェクトマネジメント担当

平成23年６月　当社取締役副社長人事・購買

担当

平成25年６月　当社代表取締役副社長

内部統制・コンプライアンス

担当

平成27年４月　当社代表取締役副社長(現任)

（重要な兼職の状況）

株 式 会 社 公 益 社 代表取締役社長

49,500株

－ 57 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

まと

的
ば

羽
もと

元
し

司

(昭和38年５月９日生)

昭和62年４月　光洋精工株式会社（現株式会

社ジェイテクト）入社

平成３年４月　株式会社テザック入社

平成10年10月　当社入社

平成16年10月　当社総務人事部総務担当部長

平成18年６月　当社執行役員総務部長

平成19年６月　当社取締役コンプライアンス

担当兼総務部長

平成22年６月　当社常務取締役総務・人事・

人事企画・コンプライアンス・

内部監査担当兼秘書部長

平成25年４月　当社取締役常務執行役員

コンプライアンス・内部監査

担当兼管理本部長兼総務部長

平成25年６月　当社常務執行役員コンプライ

アンス・内部監査担当兼管理

本部長兼総務部長

平成28年６月　当社取締役コンプライアンス・

内部監査担当兼管理本部長兼

総務部長（現任）

（重要な兼職の状況）

株 式 会 社 公 益 社 取締役

6,800株

－ 58 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

４

みや

宮
じま

島
やす

康
こ

子

(昭和41年３月５日生)

昭和63年４月　大正海上システム開発株式会

社（現ＭＳ＆ＡＤシステムズ

株式会社）入社

平成９年３月　アメリカン・ライフ・インシ

ュアランス・カンパニー入社

平成18年５月　当社入社

平成20年４月　当社マーケティング戦略部付

部長

平成21年６月　当社執行役員マーケティング

戦略部付部長

平成22年６月　当社常務執行役員マーケティ

ング戦略部長

平成28年４月　当社専務執行役員情報システ

ム本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

株 式 会 社 公 益 社 専務執行役員

6,200株

－ 59 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

５

はら

原
だ

田
まさ

雅
とし

俊

(昭和30年２月９日生)

昭和52年４月　松下電器産業株式会社（現パ

ナソニック株式会社）入社

平成15年６月　同社労政グループ

グループマネージャー

平成20年４月　同社役員

人事・総務・保信担当

平成20年６月　同社取締役

平成21年４月　一般社団法人国際産業関係研

究所　代表理事（現任）

平成22年４月　パナソニック株式会社

常務取締役

平成23年４月　同社常務取締役　関西代表

平成24年６月　同社常務役員　関西代表

平成26年６月　株式会社公益社監査役

平成27年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

一般社団法人国際産業関係研究所　代表理事

0株

－ 60 －
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2017/05/22 10:12:24 / 16268830_燦ホールディングス株式会社_招集通知

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

６

すえ

末
かわ

川
ひさ

久
ゆき

幸

(昭和34年３月17日生)

昭和57年４月　株式会社資生堂入社

平成19年２月　同社事業企画部長

平成20年４月　同社執行役員経営企画部長

平成21年６月　同社取締役執行役員経営企画

部長

平成22年４月　同社取締役執行役員常務経営

企画部長

平成23年４月　同社代表取締役執行役員社長

平成25年４月　同社相談役（現任）

平成26年６月　新田ゼラチン株式会社　社外

取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株 式 会 社 資 生 堂 相談役

新田ゼラチン株式会社 社外取締役

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．原田雅俊、末川久幸の両氏は、社外取締役候補者であります。

３．取締役候補者　宮島康子氏の戸籍上の氏名は、井澤康子であります。

４．社外取締役候補者　原田雅俊氏に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1) 当社は、同氏の経営者としての高い見識と豊富な経験を当社の経営に活かす

ため、選任をお願いするものであります。

(2) 同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、当社の社外監査役としての在

任期間は１年であり、また、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終

結の時をもって１年であります。

(3) 同氏は、平成26年６月から平成28年６月まで、当社の子会社である株式会社

公益社の監査役でありました。

(4) 当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、

本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に就任した場合、引き続き独立役

員として届け出る予定であります。

５．社外取締役候補者　末川久幸氏に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1) 当社は、同氏の経営者としての高い見識と豊富な経験を当社の経営に活かす

ため、選任をお願いするものであります。

(2) 同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本

議案が承認可決され、同氏が社外取締役に就任した場合、当社は独立役員と

して届け出る予定であります。

－ 61 －
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６．社外取締役との責任限定契約について

当社は、原田雅俊氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、原田雅俊氏の再任が

承認された場合は、同契約を継続する予定であります。

また、末川久幸氏が選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定

であります。

責任限定契約の概要は、次のとおりであります。

取締役として、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、

その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社に対し、金100

万円と、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とのいずれか高い額を限

度として損害賠償責任を負うものとし、当該限度を超える損害についてはこれ

を免責するものとする。

以　上

－ 62 －
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（メ　モ）

メモ
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株主総会当日は北大阪急行線「桃山台駅」ロータリーより送迎バスをご用意

しておりますのでご利用ください。

定時株主総会会場へのご案内
（燦ホールディングス株式会社）

会　場　　公益社　千里会館（まほろば）
住　所　　〒565-0854　大阪府吹田市桃山台５丁目３番10号
ＴＥＬ　　０６－６８３２－００３４
ＦＡＸ　　０６－６８３１－７９８４
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交通機関

■JR大阪駅からのアクセス
　「梅田駅」より大阪市営地下鉄御堂筋線
　「千里中央駅」行き乗車。
　北大阪急行「桃山台駅」(南出口)から下車。
（所要時間20分）

■伊丹空港からのアクセス
　「大阪空港駅」より大阪モノレールに乗車、
　「千里中央駅」にて北大阪急行に乗り換え、
　「桃山台駅」(南出口)から下車。（所要時間30分）
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